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株式会社中海テレビ放送 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



１．中海テレビ放送のご紹介 

 鳥取県西部２市４町１村を対象に、多チャンネル放送、インターネット、電話のトリプルプレイサービスを提供。 
 サービスエリアの世帯カバー率は97.3％、接続率は53.0％。 
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図 中海テレビ放送の概要 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

中海テレビ放送 
紹介映像 鳥取県西部世帯数 97,758 

当社カバー世帯数 96,554 

世帯カバー率   97.3% 

接続世帯数  51,173 

接続率  53.0% 

（平成27年3月31日時点） 



２．ＩＣＴインフラとしてのケーブルテレビ 

 基本的なケーブルテレビのネットワークは、光ファイバーケーブルと同軸ケーブルによるＨＦＣ（Hybrid fiber-
coaxial）方式、または光ファイバーケーブルのみのＦＴＴＨ（Fiber To The Home）方式で整備。 

 公設民営によるIRU契約（Indefeasible Right of User）でのネットワーク整備・運用の例も多い。  
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図 基本的なケーブルテレビのネットワーク図 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 出所：ケーブルテレビ業界レポート２０１４ （一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟） 



２．ＩＣＴインフラとしてのケーブルテレビ 

 ケーブルテレビに接続している総接続世帯数は、全国で2,579万世帯。 

 これは、我が国の総世帯数の46.1％を占めるものであり、国民生活を支える重要なライフラインとなっている。 
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図 ケーブルテレビの総接続世帯数・ホームパス数の推移 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

（平成26年3月31日時点） 

出所：ケーブルテレビ業界レポート２０１４ （一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟） 



２．ＩＣＴインフラとしてのケーブルテレビ 

 中国地方のケーブルテレビ普及率は、鳥取県（63.0％）、山口県（58.8％）、島根県（54.2％）の三県が全国平均
を上回っている。 

 全国で最もケーブルテレビの普及率が高いのは、徳島県（８８．３％）。 
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図 各都道府県の自主放送を行うケーブルテレビ普及率 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

（平成26年3月31日時点） 

出所：ケーブルテレビ業界レポート２０１４ （一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟） 



２．ＩＣＴインフラとしてのケーブルテレビ 

 トリプルプレイサービスを提供しているケーブルテレビ事業者は、全国で２１９社。 
 中国地方では、２６社のケーブルテレビ事業者がトリプルプレイサービスを実施し、各地域の重要なブロードバ

ンドインフラとなっている。 
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図 トリプルプレイでサービスを提供している事業者数 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

（平成26年3月31日時点） 

出所：ケーブルテレビ業界レポート２０１４ （一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟） 



２．ＩＣＴインフラとしてのケーブルテレビ 

 日本ケーブルテレビ連盟では、平成２２年度に「『地域力』検討特別委員会」、平成２３年度から平成２５年度ま
で「『地域力』推進特別委員会」を立ち上げ、地方行政や地域住民と共に地域力を高めていく方策を検討。 

 ケーブルテレビ事業者が、住民や行政等との橋渡し役となることで、地域にとって最適な「相利共生」関係を構
築し、「地域のことは地域で」解決に取り組むことができる環境づくりを担う。 
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図 日本ケーブルテレビ連盟における地域力の推進への取り組み 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 出所：ケーブルテレビ業界レポート２０１３ （一般社団法人日本ケーブルテレビ連盟） 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 平成２５年度補正 総務省ＩＣＴ街づくり推進事業に採択され、鳥取県西伯郡南部町（人口：約11,300人、世帯：約
3,900世帯）を対象に、「なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業」を実施。 

 ケーブルテレビを活用した行政住連携、高齢者・子ども見守りに関するサービス実証。 
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図 なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 官民連携による体制を構築し事業推進。 
 プロジェクトマネジメントは、株式会社中海テレビ放送が担当。 
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図 なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の実施体制 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

• 南部町 
• 米子市 

代表提案団体 

• 南部町健康管理センター 
• 鳥取県 
• 株式会社中海テレビ放送（プロジェクトマネジメント） 
• 富士通株式会社 
• ＫＤＤＩ株式会社 

共同提案団体 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 本事業の目的は、南部町をフィールドとして、将来のマイナンバーカード導入を見据え、以下に示すサービス実
証の推進・検証を通じて、全国への普及展開に向けたＩＣＴ街づくりに資する 「ケーブルテレビモデル」の構築を
図ること。 
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図 サービス実証項目 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

（１）マイナンバー制度導入を見据えた行政住連携 

（２）マイナンバーカードによる高齢者の見守り 

（３）マイナンバーカードによる子どもの行動履歴管理 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 平成２７年１０月にマイナンバーが通知され、平成２８年３月に個人番号カード（マイナンバーカード）の配布を開
始。 

 個人番号カード（公的個人認証サービスカード）仕様に準拠した非接触式ＩＣカード：ＴｙｐｅＢの読み取りアプリ
ケーション（Ａｎｄｒｏｉｄ ＯＳ）を開発。 
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図 個人番号カード及びマイナンバーの概要 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 出所：内閣官房ホームページ 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 次世代ＳＴＢ（セットトップボックス）のＳｍａｒｔ ＴＶ Ｂｏｘ（Ａｎｄｒｏｉｄ ＯＳ）を実証参加者宅に設置。 
 ＵＳＢポートに接続した市販のＩＣカードリーダーに個人番号カードをかざすと、テレビ視聴画面から自動でアプリ

ケーションを立ち上げ、個人認証まで完了。操作は全てテレビのリモコンで完結。 
 南部町健康管理センターが保有する国保健診データ（実証環境）をテレビで確認。 
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図 マイナンバー制度導入を見据えた行政住連携の端末・画面 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 ＳＴＢと個人番号カードによるサービス提供の仕組み（起動・操作）について、 ８割以上の利用者が受容。 
 テレビをインターフェースとした行政情報の閲覧は有効と確認。 
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図 実証参加者アンケートの結果 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 
 

 ＩＣカードリーダーに個人番号カードをかざすと、事前登録した家族に自動で安否メールを送信。 
 アプリケーションの最初の画面は、「お薬」「体調」「血圧」の確認画面。入力結果も自動で家族にメール。 
 南部町健康管理センターの管理画面で、日々の入力情報を確認。必要に応じてセンターから電話連絡。 
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図 マイナンバーカードによる高齢者の見守り画面 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 実証期間中（２月）のサービス利用率は５９．８％、アンケートにより支払意思を示したのは６２．０％。 
 本サービスに対する支払可能額は、加重平均で月額４８８円／月。 
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図 マイナンバーカードによる高齢者の見守り結果 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

• 総アクセス可能数１，３８８に対するアクセス数８３０回 

サービス利用率は５９．８％ 

• 一定割合サービスは受容されたものと考える 

支払意志を示したユーザーの割合は６２．０％ 

• アンケート調査の結果を加重平均して算出 

支払可能性額は４８８円／月 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 受益者負担でのサービス展開のためには、少なくとも３２８ユーザの利用が必要。 
 これは、南部町の６５歳以上の約９％に該当するユーザー数であり、事業化の可能性ありと評価。 
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図 マイナンバーカードによる高齢者見守りの事業評価 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

Ｂ（便益） 
４８８円/世帯 

× 
３２８ユーザ 

Ｃ（費用） 
メンテナンス 

 
約１６万円/月 

年齢区分 総数（人） 

６５歳以上 ３，６９８ 

７５歳以上 ２，００３ 

８５歳以上 ６７１ 

鳥取県年齢別人口推計 
平成２６年１０月１日版より作成 

南部町の高齢者人口 費用便益分析 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 小学校の登下校時に、廊下に設置したタブレットリーダーにＩＣカードをかざすことで、保護者へメール通知。 
 次世代ＳＴＢと保護者の個人番号カードを用いて認証することで、次世代ＳＴＢで子どもの行動履歴を管理。 
 災害時には、避難所に設置したタブレットリーダーを用いて、保護者が子どもの避難情報をメールで入手。 
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図 マイナンバーカードによる子どもの行動履歴管理の端末・画面と避難訓練実証の様子 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 サービスによる安心感の向上を評価する声は多く、特に避難訓練実証に参加した児童の保護者の評価が高い。 
 無料サービスを望む声は多いが、一定の支払意志もあり（加重平均で月額３１３円／月）。 
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図 マイナンバーカードによる子どもの行動履歴管理結果 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

• 特に避難訓練実証に児童が参加した保護者は１００％ 

「安心感が向上する」回答は７５．０％ 

• 無料サービスを望む声は多いが、一定の支払意志もあり 

支払意志を示したユーザーの割合は３０．５％ 

• 利用者負担による事業継続の可能性あり 

支払可能性額は３１３円／月 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 受益者負担でのサービス展開のためには、少なくとも９５９ユーザの利用が必要。 
 これは、南部町の小学生のみではユーザ確保が難しいため、事業エリア拡大または一部行政負担を検討する

必要があると評価。 
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図 マイナンバーカードによる子どもの行動履歴管理の事業評価 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

Ｂ（便益） 
３１３円/世帯 

× 
９５９ユーザ 

Ｃ（費用） 
メンテナンス 

 
約３０万円/月 

年齢区分 総数（人） 

小学生 ６２４ 

小中学生 ９４０ 

５～１４歳 １，０１８ 

鳥取県年齢別人口推計 平成２６年１０月１日版 
および学校基本調査 平成２６年度版より作成 

南部町の年少人口 費用便益分析 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 マイナンバーを用いた行政サービスの展開において、自治体が期待するケーブルテレビ事業者の関わり方に
ついて、南部町にヒアリング調査。 

 各ステップにおいて、自治体とケーブルテレビが連携した住民支援の可能性を確認。 
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図 マイナンバーを活用した行政サービスに関するケーブルテレビ事業者の関わり方 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



３．なんぶスマートライフ・プロジェクト推進事業の概要 

 個人番号カードに対する期待として最も多いのは「行政手続きの簡素化」、次いで「公的な証明書としての機能
がある」が多い。 

 個人番号カードに対する懸念としては、「なりすましによるのぞき見、不正利用、漏えい」が最も多い。 
 住民への適切な情報提供が必要であり、まずはコミュニティチャンネルによる住民周知が可能。 
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図 実証参加者アンケートの結果 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 



４．ＩＣＴによる地方創生に向けて 

 日本ケーブルテレビ連盟では、公的個人認証に対応した業界プラットフォームを構築中。 
 個人番号カードと対応ＳＴＢがあれば、テレビ画面で行政サービスを受けることが可能となる。 
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図 ケーブルテレビ業界プラットフォームのイメージ 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 出所：一般社団法人日本ケーブルラボ資料  



４．ＩＣＴによる地方創生に向けて 

 「ＩＴ総合戦略本部 新戦略推進専門調査会 マイナンバー等分科会」の中間とりまとめ（案）において、利用チャン
ネルや認証手段の拡大として、ケーブルテレビが位置づけ。 

 官民オンラインサービスの入口として、リビングに設置してあるテレビとリモコンを活用。 
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図 マイナンバー等分科会 中間とりまとめ（案）の概要 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 出所：首相官邸ホームページ 



４．ＩＣＴによる地方創生に向けて 

 地方創生にはＩＣＴが必要不可欠なもの。 
 『ケーブルテレビ』と『マイナンバー』は、地方創生の重要なＩＣＴインフラとなる。 
 ぜひ地元のケーブルテレビの活用を！ 
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図 『ケーブルテレビ』×『マイナンバー』＝地方創生のＩＣＴインフラ 

平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 

ケーブル 
テレビ 

マイナンバー 

地方創生の 
ＩＣＴインフラ 



本資料に関するお問合せ先 

事業戦略本部 企画グループ 

 事業企画課 森 真樹 
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平成27年7月14日（火） ＩＣＴによる地方創生セミナーin山口 




